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1.施策一覧
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河川・下水道対策位置図 



参-11 

 

 

 

 

 

2.流域対策後の浸水区域の縮減効果



参-12 

 

2 流域対策後の浸水区域の縮減効果 

2-1 加東市河高地区（試算） 

① 貯留可能容量の推定 

流域内にある施設を対象として、施設の貯留可能容量について試算する。 

ここでは、調整池である大谷中池での貯留および水田貯留による貯留可能容量を推定す

る。 

なお、大谷中池は安取樋門閉鎖後の降雨をオリフィス改良により整備した場合の効果を

推定している。 

 

貯留可能容量 

 

 

 

 

 

 

② 浸水ボリュームの推定 

河高地区で浸水被害が大きかった平成 25年台風18号における浸水ボリュームを試算す

る。試算にあたっては、浸水実績範囲と実績浸水深を用いる。 

 

浸水ボリューム 

 

 

 

 

 

        

       

③ 流域対策整備効果の試算 

平成 25年台風 18号洪水におけるモデル地区内浸水実績囲は、2.3万 m2であり、平均浸

水深は約96cm、浸水ボリュームは2.2万m3である。大谷中池においてオリフィスを改良す

ることで、樋門閉鎖後の大谷中池上流からの流出量0.7万m3を全量貯留することができ、

平均浸水深が約80cmとなる。 

大谷中池での貯留を加え、大谷中池下流に位置する田んぼの50％の範囲で水田貯留を実

施した場合、1.1万m3を貯留することができ、平均浸水深が約68cmとなる。 

貯留可能

容量(千ｍ3)
開発調整池

貯留
40.9 対象開発調整池：大谷中池

水田貯留 8.6 貯留可能量：田んぼ面積(85.9千m2：大谷中池下流の田んぼ）
☓水深0.10m

合計 49.5

施設種類 貯留可能容量の考え方

浸水面積 22.6千m2

平均水深 0.96m

浸水ボリューム 21.6千m3
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浸水深軽減効果（試算） 

区分 

貯留可能 

容量 

(千ｍ3) 

大谷中池か

らの流出 

ボリューム 

(千ｍ3) 

平均 

浸水深 

（cm） 

平均 

浸水深 

軽減効果

（cm） 

備考 

対策前 

0 6.6 96 －   

対策後 

［大谷中池貯留］ 6.6 0 80 16 
調整池容量を約

15%利用 

対策後 

［大谷中池貯留

＋水田貯留50％］ 
10.9 

（4.3） 
0 68 28 

調整池容量を約

15%利用 

水田貯留50％（大

谷中池下流の田ん

ぼ） 

（ ）：水田貯留の貯留可能量 

※貯留量の量的イメージであり、具体的な効果を示すものではない。 
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また、大谷中池において、安取樋門閉鎖後に貯留を開始すると、平成 25年台風 18号洪

水時に市道の冠水が発生しなくなると想定される。 

大谷中池での樋門閉鎖後の降雨を貯留することで、市道が浸水しないことから、住民の

避難に利用できると推測される。 

（条件） 

・平成25年台風18号洪水を対象としている。 

・当地区での降雨ピークが終わった後、加古川本川の水位上昇のため、安取樋門の閉鎖

を0:20にしている。 

・大谷中池での対策をしなかった場合、地区内の市道が5:50に冠水している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年台風18号洪水時の河高地区における浸水深と対策後の浸水深図 

 

なお、流域対策の取り組み内容は下記の前提条件のもと、試算している。 

 

（前提条件） 

・本検討はあくまで想定の貯留容量に貯留した場合の貯留量及び効果であり、実際には

貯留しながら、放流する等、現実の貯留量や効果とは異なる。 

・流域対策であり、整備メニューや対象範囲を限定するものではない。そのため、各施

策の整備にあたっては、関係者等との意見交換や施設の利用実態、貯留可能期間、健

全度など勘案すべき個々の事情を踏まえ、課題解決に向けた取り組み等の検討を行い、

理解と協力を得た上で推進することとする。  
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・水田貯留は、セキ板等により10cm貯留すると仮定している。 

・水深等の流域対策高さは、各施設を最大限活用した場合を仮定している。また、本来

であれば各施設の利用状況を踏まえ流域対策高さを試算する必要があるが、本試算は

わかりやすくするため、施設ごとに一定の高さを与えた。  
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縮減効果算定の対象となる取り組み位置図 
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2-2 西脇市黒田庄町福地地区（試算） 

① 貯留可能容量の推定 

流域内にある施設を対象として、施設の貯留可能容量について試算する。 

ここでは、流域対策として、当該地区の取り組みのうち、長池等でのため池における事

前水位下げや洪水吐の切り下げ改良等による雨水貯留および水田貯留、校庭貯留による貯

留可能容量を推定する。 

貯留可能容量 

 

 

 

 

 

 

 

② 浸水ボリュームの推定 

黒田庄町福地地区で浸水被害が大きかった平成 25年台風 18号における浸水ボリューム

を試算する。試算にあたっては、浸水実績範囲と実績浸水深を用いる。 

 

浸水ボリューム 

 

 

 

 

 

        

 

③ モデル地区での整備効果の試算 

モデル地区流域内の平成25年台風18号における浸水実績範囲は25.6万m2であり、平均

浸水深は約52cmである。加古川の河床掘削や福地川堤防の嵩上げ、排水路整備等による河

川・下水道対策に加え、水田貯留および楠丘小学校の校庭貯留、ため池における事前水位

下げや洪水吐の切り下げ改良等による雨水貯留により、浸水深が約14cmと、宅地浸水が解

消されることとなる。 

実際には浸水範囲で一律の効果とはならないが、多くの協力を得ることで、浸水が軽減

することが見込める。 

 

 

貯留可能

容量(千ｍ3)

貯留可能量：面積(36.0千m2)☓水深1.00m
対象ため池：長池、福谷池、政右ｴ門池

水田貯留 55.1貯留可能量：田んぼ面積(367.0千m2)☓水深0.15m

校庭貯留 1.5貯留可能量：楠丘小学校校庭面積(5.0千m2)☓水深0.30m

合計 92.6

施設種類 貯留可能容量の考え方

ため池貯留 36.0

浸水面積 256.0千m2

平均水深 0.52m

浸水ボリューム 132.0千m3
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浸水深軽減効果（試算） 

区分 
貯留可能容量 

(千ｍ3) 

浸水深 

（cm） 

浸水深軽減 

効果（cm） 

対策前 0  52  
38  

対策後 92.6  14  

 ※下水道事業計画による数値を記載 

※貯留量の量的イメージであり、具体的な効果を示すものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、流域対策の取り組み内容は下記の前提条件のもと、試算している。 

 

（前提条件） 

・浸水深軽減効果は、平成25年台風18号の降雨を対象とし、加古川の河床掘削により、

加古川の水位が計画高水位以下となることを想定し、福地川堤防の嵩上げや水田やた

め池貯留等の対策を実施したと仮定したものである。  

・水深等の流域対策高さは、各施設を最大限活用した場合を仮定している。また、本来

であれば各施設の利用状況を踏まえ流域対策高さを試算する必要があるが、本試算は

わかりやすくするため、施設ごとに一定の高さを与えた。  
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縮減効果算定の対象となる取り組み位置図 
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2-3  多可町加美区多田地区（試算） 

① 貯留可能容量の推定 

流域内にある施設を対象として、施設の貯留可能容量について試算する。 

ここでは、流域対策として、当該地区の取り組みのうち、水田貯留による貯留可能容量

を推定する。 

 

貯留可能容量 

 

 

 

 

 

② 浸水ボリュームの推定 

多田地区で浸水被害が大きかった平成 23年台風12号における浸水ボリュームを試算す

る。試算にあたっては、浸水実績範囲と実績浸水深を用いる。 

 

浸水ボリューム 

 

 

 

 

 

        

 

③ 流域対策整備効果の試算 

モデル地区流域内の平成23年台風12号における浸水実績範囲は8.5万m2であり、平均

浸水深は約30cm、浸水ボリュームは2.6万m3である。取り組み対象の20％での田んぼで水

田貯留を実施すると、0.5万m3貯留することができ、浸水深が約24cmと浸水が軽減するこ

ととなる。また、さらに多くの田んぼで協力が得られたと仮定し、50％での田んぼで水田

貯留を実施すると、1.2万m3貯留することができ、浸水深が約16cmと浸水が軽減すること

となる。 

以上のように、実際には浸水範囲で一律の効果とはならないが、多くの協力を得ること

で、浸水が軽減することが見込める。 

 

貯留可能

容量(千ｍ3)

水田貯留 23.9貯留可能量：田んぼ面積(239.2千m2)☓水深0.10m

合計 23.9

施設種類 貯留可能容量の考え方

浸水面積 85.3千m2

平均水深 0.3m

浸水ボリューム 25.6千m3
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浸水深軽減効果（試算） 

区分 水田貯留 
貯留可能容量 

(千ｍ3) 

浸水深 

（cm） 

浸水深軽減 

効果（cm） 

対策前 － － 30  － 

対策後 20% 4.8    24  6  

50% 12.0  16  14  

※貯留量の量的イメージであり、具体的な効果を示すものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、流域対策の取り組み内容は下記の前提条件のもと、試算している。 

 

（前提条件） 

・本検討はあくまで想定の貯留容量に貯留した場合の貯留量及び効果であり、実際には

貯留しながら、放流する等、現実の貯留量や効果とは異なる。 

・流域対策であり、整備メニューや対象範囲を限定するものではない。そのため、各施

策の整備にあたっては、関係者等との意見交換や施設の利用実態、貯留可能期間、健

全度など勘案すべき個々の事情を踏まえ、課題解決に向けた取組み等の検討を行い、

理解と協力を得た上で推進することとする。  

・水深等の流域対策高さは、各施設を最大限活用した場合を仮定している。また、本来

であれば各施設の利用状況を踏まえ流域対策高さを試算する必要があるが、本試算は

わかりやすくするため、施設ごとに一定の高さを与えた。  

・水田貯留は、セキ板等により10cm貯留すると仮定している。 

・平成 23年台風 12号における浸水ボリュームと田んぼによる貯留量を比較検証するこ

とを目的としており、水田貯留を実施する田んぼについては、浸水範囲の上流域に位

置する田んぼを対象としている。 
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縮減効果算定の対象となる取り組み位置図 
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2-4 （先行事例）法華山谷川流域 

① 指定雨水貯留施設の全体貯留容量の目標 

流域対策の取り組み内容で示したように、県が実施する法華山谷川、善念川の改修後も

残る浸水に対し、浸水を軽減させる目標規模として、河川改修後の湛水量を基に、計画期

間の20 年で、浸水深では80cm、浸水面積では8 割に相当する54 万m3 を、計画期間の半

ばである10 年で、浸水深では40cm、浸水面積では6 割に相当する28 万m3 を指定雨水貯

留施設の全体貯留容量の目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 
      ※目標貯留量の量的イメージであり、効果を示すものではない。 

 

 

 

 

 

 

 


